

（案）
文書番号【様式２】

令和〇年〇〇月〇〇日

（開発事業者名）　様
 
関係事業者名　
（押印省略）　

事業通知回答書
 
令和〇年〇〇月〇〇日付け（文書番号）で通知のあった事業について、下記の通り回答します。 
 
記 
 
1 技術的困難の該当性 
（1） 区間延長の整合性　：　可　・　否 
（2） 地下埋設空間の確保性　：　可　・　否 
（3） その他（別紙）
2 調整開始希望日
令和〇〇年〇〇月頃 
3 参考資料
図面等
※ １－（１）または（２）が否の場合、もしくは（３）に該当する場合、根拠資料を添付する。

以上
住　所：
社　名：
所　属：
担当者：
ＴＥＬ：
ＦＡＸ：

（別紙）
	






